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担当課番号案内の
�
田 
�
保 の表記は 

�
田 …田無庁舎（南町５～６～１３）

�
保 …保谷庁舎（中町１～５～１）を表します

今後の
取扱い

達成
状況実施項目実施体系

定着●ＩＳＯ１４００１の認証取得環
境
と
共
生
す
る

行
政
運
営
の
取
組

コ
ス
ト
意
識
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

意
識
を
持
っ
た
行
政
運
営

継続×ごみ収集の有料化
終了●水洗化の促進

終了●一般家庭のし尿収集の
有料化

継続●公共施設の適正配置公
共
施
設
の
効
率

的
運
営
の
推
進

再構築×学校の統廃合
継続●新庁舎建設の検討
終了●学校施設の多目的利用
終了●公民館の統一
終了●情報開示手続の電子化情

報
公
開
・
情

報
提
供
の
充
実

市
民
と
の
連
携
に
よ
る
行
政
運
営

定着●広報機能の充実、ホー
ムページの充実

終了●入札情報の積極的開示
再構築●予定価格の事前公表

終了●協働に関する基本方針
の策定

市
民
参
加
・
市
民
と
の

協

働

の

推

進

終了●政策形成過程における
市民参加方式の導入

定着●公園施設の市民管理

終了●男女平等参画推進計画
の策定

終了●公共工事の監視機関の設置

終了●住民基本台帳ネットワ
ークの構築

情
報
化
の
推
進

市
民
に
便
利
で
分
か
り
や
す
い
サ
ー
ビ
ス
提
供

再構築●電子入札の導入
終了●電子投票の導入

定着●電子申請等のシステム
構築

終了●道路台帳の電子化　

継続△総合窓口・ワンストップ
サービスの導入の検討

窓
口
改
善
・
サ
ー
ビ
ス
向
上
へ
の
取
組

終了●窓口サービスの向上

終了●コンビニ等の民間資源の
活用（公共料金の支払）

終了●コンビニ等の民間資源
の活用（住民票の発行）

終了●郵便局との業務連携

継続●住民票等自動交付機の
整備

終了●住民税申告時期の窓口
の拡大　

終了●保育園の時間延長　

終了◇文化・スポーツ振興財
団の事業展開の拡充

終了●相談機能ネットワーク
の構築

≪達成状況≫
●……一定の成果を得た項目
△……取り組み中または取り組みが不十分な項目
×……取り組みがほとんど進んでいない項目
◇……取り組み項目自体の見直しが必要な項目
≪今後の取り扱い≫
継続……基本的に現行の取り組み内容・方法によ

り第２次大綱で継続的に取り組む項目
再構築…現行の内容・方法を見直して第２次大

綱で取り組む項目
定着……長期にわたる取り組みなどで、今後も

継続するが、改革の方向が定着し第２
次大綱で進行管理の必要がない項目

終了……目標を達成した項目または検討を終了
した項目（検討の結果、実施しないこ
ととした項目を含む）

  実 施 項 目 一 覧 表  今後の
取扱い

達成
状況実施項目実施体系

継続●徴収体制の強化（市税）

財

政

健

全

化

へ

の

取

組

コ
ス
ト
意
識
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
意
識
を
持
っ
た
行
政
運
営

継続×徴収体制の強化（国民健康
保険料）

終了△徴収体制の強化（水道料）

継続△徴収体制の強化（学童クラ
ブ育成料）

継続△徴収体制の強化（保育料）
継続×徴収体制の強化（介護保険料）
継続△口座振替の利用促進（市税）

継続△口座振替の利用促進（国民
健康保険料）

終了△口座振替の利用促進（水道料）

継続△口座振替の利用促進（学童
クラブ育成料）

継続●口座振替の利用促進（保育料）

継続●口座振替の利用促進（介護
保険料）

終了●受益者が特定できるサービ
スの負担水準の見直し

終了●中小企業従業員退職金等共
済制度の抜本的見直し

継続●使用料・手数料の見直し
再構築△一般競争入札の対象範囲の拡大
終了×都市計画税の税率改正
終了●納税しやすい環境の整備
終了●徴収事務に精通した嘱託員の配置
継続●国民健康保険料の見直し
継続●保育料の見直し
継続△下水道使用料の見直し
継続△機能面から見た組織の見直し適

正
な
執
行
体
制
・
人
事
体
制
の
確
立

終了●意思決定システムの見直し
による事務処理の迅速化

継続●定員適正化計画の策定
終了◇給与体系の整備
終了●人材育成計画の策定
継続△人事考課制度の適正な運用
継続×目標管理制度の導入

終了◇プロジェクトチームにおけ
るメンバー公募制の検討

継続●職員提案制度の適正な運用
最構築●時間外勤務の削減
継続×投票区の見直し
終了●広域共同処理の検討

終了●下水道維持管理業務の共同
化・共同管理の検討

定着●バランスシートの導入行
政
を
評
価
す
る

仕
組
み
づ
く
り

再構築●
財政管理指標（経常収支比
率・人件費比率・公債費負
担比率等）に基づく管理

継続●行政評価制度の導入
継続●補助制度の見直し
継続●保育園の民間委託民

間
委
託
・
嘱
託
化
の
推
進

定着●小学校給食の民間委託の拡充
定着●ごみ収集業務の民間委託の拡充
定着●公用車の運転業務の民間委託
終了◇広報スタッフの嘱託化

終了●コンピュータの管理・運用
の民間委託

再構築△図書館の管理・運営業務委
託化の推進

再構築△公民館の管理・運営業務委
託化の推進

継続●学童クラブの管理・運営業
務委託化の推進

　

第
１
次
行
財
政
改
革
大
綱
で
は
、

３
つ
の
方
向
性
（
視
点
）
の
下
に
実

施
項
目
を
設
定
し
改
革
を
進
め
ま
し

た
。
項
目
ご
と
の
達
成
状
況
は
左
表

の
と
お
り
で
す
。

　

項
目
別
の
達
成
状
況
は
、
お
お
む

ね
７
割
程
度
の
達
成
度
（
左
表　

項
８１

目
中
、
●
印　

項
目
…　

・
１�
）

５６

６９

で
あ
り
、一
定
の
成
果
を
得
た
反
面
、

課
題
も
残
っ
て
い
ま
す
。
未
達
成
で

あ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
そ
の
原
因

や
方
法
を
検
証
し
、
第
２
次
行
革
に

お
い
て
取
り
組
み
方
法
を
再
構
築
す

る
な
ど
し
て
改
革
の
達
成
を
目
指
し

ま
す
。

　

第
１
次
行
革
の
取
り
組
み
の
う
ち

主
な
成
果
に
は
、
次
の
よ
う
な
も
の

が
あ
り
ま
す
（
数
値
的
な
対
比
は
、

平
成　

年
度
と　

年
度
）。

１３

１６

○
徴
収
体
制
の
強
化（
市
税
）　

徴
収

率
の
向
上
に
よ
り
、
未
納
額
を
９
億

５
千
万
円
弱
圧
縮

○
国
民
健
康
保
険
料
の
見
直
し　

保

険
料
の
限
度
額
改
正
な
ど
に
よ
り
被

保
険
者
数
が
増
加
す
る
な
か
、
一
般

会
計
か
ら
国
保
特
別
会
計
へ
の
法
定

外
繰
入
金
が
約
３
千
万
円
減
少

○
定
員
適
正
化
計
画
の
策
定　

職
員

削
減
（　

人
）
に
よ
り
、
単
純
合
計

９５

で
約
７
億
６
千
万
円
の
人
件
費
削
減

○
補
助
制
度
の
見
直
し　

必
要
性
の

薄
い
補
助
金
・
負
担
金
を
約
１
億
円

削
減

○
保
育
園
の
民
間
委
託　

全　

園
の

１７

う
ち
７
園
を
公
設
民
営
化
す
る
方
針

を
確
定
し
、
平
成　

年
度
以
降
実
施

１８

へ○
Ｉ
Ｓ
Ｏ
１
４
０
０
１
の
認
証
取
得

　

平
成　

年　

月
に
認
証
取
得
し
、

１５

１０

環
境
保
全
と
環
境
負
荷
の
低
減
に
向

け
た
取
り
組
み
を
継
続

○
学
校
施
設
の
多
目
的
利
用　

旧
西

原
第
二
小
学
校
を
西
原
総
合
教
育
施

設
と
し
て
有
効
活
用

○
情
報
開
示
手
続
の
電
子
化　

イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
を
通
じ
、
自
宅
な
ど
か

ら
情
報
開
示
請
求
で
き
る
仕
組
み
を

構
築

○
政
策
形
成
過
程
に
お
け
る
市
民
参

加
方
式
の
導
入　

市
民
参
加
条
例
を

制
定
し
、
重
要
な
計
画
、
条
例
等
へ

の
意
思
形
成
過
程
か
ら
の
市
民
参
加

を
実
現

○
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の

構
築　

住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築
に
よ
り
、
住
民
票
交
付
件

数
を
削
減
し
た
ほ
か
、
住
民
票
の
広

域
交
付
な
ど
を
実
現

○
住
民
票
等
自
動
交
付
機
の
整
備

　

自
動
交
付
機
を
２
台
増
設
し
、
周

辺
地
域
の
利
便
性
向
上
に
寄
与

　

市
で
は
、
今
後
と
も
行
財
政
改
革

を
推
進
し
、
健
全
で
安
定
し
た
行
財

政
運
営
を
確
保
し
、
市
民
サ
ー
ビ
ス

を
向
上
さ
せ
る
努
力
を
続
け
ま
す
。

　

な
お
、詳
し
い
内
容
は
、両
庁
舎
１

階
の
情
報
公
開
コ
ー
ナ
ー
ま
た
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
に
な
れ
ま

す
。

第
１
次
行
財
政
改
革
大
綱
の

第
１
次
行
財
政
改
革
大
綱
の

取
り
組
み
結
果
に
つ
い
て

取
り
組
み
結
果
に
つ
い
て

　

市
で
は
、
平
成　

年
7
月
に
行
財
政
改
革
大
綱
（
第
1
次
）
を
策
定
し
、

14

　

年
度
ま
で
の
３
年
弱
の
期
間
で
さ
ま
ざ
ま
な
改
革
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し

16た
。
大
綱
期
間
が
終
了
し
た
こ
と
に
伴
い
、
こ
の
改
革
の
取
り
組
み
を
総
括

し
、
成
果
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◆
企
画
課
（
�田
 
�
内
線　

）
１１１１

　

こ
れ
ま
で
西
東
京
市
は
、
財
源
不
足
を
解
消
す

る
た
め
、
人
件
費
の
抑
制
な
ど
歳
出
経
費
の
削
減

を
図
っ
て
き
ま
し
た
が
、
合
併
に
伴
う
財
政
支
援

は
縮
減
さ
れ
て
い
く
一
方
で
、
高
齢
化
な
ど
に
よ

る
社
会
保
障
関
係
経
費
な
ど
、
量
的
、
質
的
な
行

政
需
要
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
本
市
に
と

っ
て
は
、
さ
ら
に
財
政
的
に
厳
し
い
状
況
が
続
く

と
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
さ
ま
ざ
ま
な
行
政
課

題
に
適
切
に
対
応
し
て
い
く
た
め
に
は
、
早
急
に

財
政
基
盤
の
強
化
と
確
立
を
図
り
、
国
や
東
京
都

か
ら
の
財
政
支
援
な
ど
に
頼
る
こ
と
な
く
自
立
し

た
行
財
政
運
営
を
行
い
、
住
民
福
祉
の
向
上
と
ま

ち
づ
く
り
の
推
進
に
必
要
な
財
源
を
確
保
し
て
い

く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
は
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
に
も
掲
げ
ら
れ

て
い
ま
す
が
、
既
存
の
政
策
を
整
理
（
ス
ク
ラ
ッ

プ
）
し
て
、
そ
こ
で
得
た
【
財
源
】
を
新
し
い
政

策
に
充
当
（
ビ
ル
ド
）
し
て
い
く
、
い
わ
ゆ
る
ス

ク
ラ
ッ
プ
＆
ビ
ル
ド
を
基
本
と
し
て
事
務
事
業
の

整
理
・
統
合
や
補
助
金
の
見
直
し
な
ど
、
財
政
健

全
化
に
向
け
た
行
財
政
改
革
へ
の
取
り
組
み
を
な

お
一
層
強
化
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成　

年
度
か
ら
本
格
的
に
実
施
さ
れ
た
三
位

１６

一
体
の
改
革
に
伴
い
、
大
幅
な
財
源
不
足
が
生
じ

た
こ
と
で
基
金
残
高
は
減
少
に
転
じ
、　

年
度
ま

１５

で
と
は
異
な
り
一
転
し
て
厳
し
い
環
境
の
下
に
置

か
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。　

年
度
以
降
、
合

１７

併
に
伴
う
財
政
支
援
が
年
々
縮
少
し
て
い
く
中

で
、
こ
の
よ
う
な
影
響
（
財
源
不
足
）

が
続
け
ば
、
市
財
政
は
さ
ら
に
深
刻
な

状
況
に
陥
る
こ
と
も
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

三
位
一
体
の
改
革
と
は
、
地
方
が
決

定
す
べ
き
こ
と
は
地
方
自
ら
が
決
定
す

る
と
い
う
、
地
方
自
治
本
来
の
姿
の
実

現
を
目
指
し
て
、
①
国
庫
補
助
負
担
金

の
改
革
、
②
国
か
ら
地
方
へ
の
税
源
移

譲
、
③
地
方
交
付
税
の
見
直
し
の
「
三

つ
を
同
時
に
改
革
す
る
」
取
り
組
み
で

す
。

　

西
東
京
市
で
は
、　

年
度
に
税
源
移

１６

譲
や
補
助
金
の
削
減
に
伴
う
補
て
ん
措

置
と
し
て
、
所
得
譲
与
税
約
３
億
円
が

増
収
と
な
り
ま
し
た
が
、
公
立
保
育
所

運
営
費
負
担
金
の
廃
止
な
ど
国
庫
補
助

負
担
金
約
４
億
円
が
削
減
さ
れ
、
さ
ら

に
地
方
交
付
税
が
制
度
の
見
直
し
に
よ

り
実
質
的
に
約　

億
円
の
減
収
と
な
る

１７

な
ど
、
全
体
で
約　

億
円
も
の
影
響
額

１８

（
減
収
）と
な
り
ま
し
た
。　

年
度
に
お

１７

い
て
も
、
さ
ら
に
約
４
億
円
の
影
響
額

（
減
収
）の
拡
大
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。

Ⅱ
今
後
の
課
題
と
取
り
組
み
に
つ
い
て（
行
革
の
必
要
性
）

自
立
し
た
財
政
構
造
の
構
築
に
向
け
て

自
立
し
た
財
政
構
造
の
構
築
に
向
け
て

…
国
や
都
か
ら
の
援
助
に
依
存
し
な
い
体
質
に
転
換
す
る
た
め
に
…

…
国
や
都
か
ら
の
援
助
に
依
存
し
な
い
体
質
に
転
換
す
る
た
め
に
…

合
併
に
伴
う
財
政
支
援
の
段
階
的
縮
少
・
三
位
一
体
改
革
の
影
響
に

合
併
に
伴
う
財
政
支
援
の
段
階
的
縮
少
・
三
位
一
体
改
革
の
影
響
に

よ
り
大
幅
な
財
源
不
足
が
発
生

よ
り
大
幅
な
財
源
不
足
が
発
生


